
項　　　目 金　　額 一人当たり金額 割　合 項　　　目 金　　額 一人当たり金額 割　合

［資産の部］ （千円） （円） （％） ［負債の部］ （千円） （円） （％）

１．有形固定資産 １．固定負債

（１）総務費 743,123 79,529 3.1 （１）地方債 5,526,342 591,432 22.7

（２）民生費 1,723,331 184,432 7.1 （２）債務負担行為 0

（３）衛生費 163,705 17,520 0.7 　　①物件の購入費

（４）農林水産業費 1,102,172 117,955 4.5 　　②債務保証又は損失補償 0 0.0

（５）土木費 9,212,241 985,899 37.9 （３）退職給与引当金 546,606 58,498 2.2

（６）消防費 48,810 5,224 0.2

（７）教育費 7,178,455 768,242 29.5

（８）その他 689,037 73,741 2.8

A：有形固定資産計 20,860,874 2,232,542 85.8

　　　　　（うち土地） 8,472,861 906,770 34.9 ア：固定負債計 6,072,948 649,930 25.0

２．投資等 ２．流動負債

（１）投資及び出資金 169,054 18,092 0.7 （１）翌年度償還予定額 633,436 67,791 2.6

（２）貸付金 260,510 27,880 1.1 （２）翌年度繰上充用金

（３）基金 1,636,374 175,126 6.7

　　①特定目的基金 905,633 96,921 3.7

　　②土地開発基金 730,741 78,204 3.0

　　③定額運用基金 0 イ：流動負債計 633,436 67,791 2.6

（４）退職手当組合積立金 246,836 26,417 1.0

B：投資等計 2,312,774 247,514 9.5 負 債 合 計 6,706,384 717,721 27.6

３．流動資産 ［正味資産の部］

（１）現金・預金 945,923 101,233 3.9 １．国庫支出金 2,808,371 300,553 11.6

　　①財政調整基金 434,301 46,479 1.8 ２．都道府県支出金 1,676,035 179,370 6.9

　　②減債基金 400,747 42,888 1.6 ３．一般財源等 13,109,500 1,402,986 53.9

　　③歳計現金 110,875 11,866 0.5

（２）未収金 180,719 19,341 0.7

　　①地方税 78,828 8,436 0.3

　　②その他 101,891 10,904 0.4 ウ：正味資産計 17,593,906 1,882,909 72.4

C：流動資産計 1,126,642 120,574 4.6 エ：正味資産合計 17,593,906 1,882,909 72.4

D：資　産　合　計 24,300,290 2,600,630 100.0 オ：負債・正味資産合計 24,300,290 2,600,630 100.0

※債務負担行為に関する情報

①物件費の購入等に係るもの 3,087 千円（本表に計上したものを除く）

②債務保証又は損失補償に係るもの － 千円（本表に計上したものを除く）

③利子補給等に係るもの 735

Ｅ：平成１７年度決算統計の歳入総額３，８３５，２９３千円

※このバランスシートは総務省報告書に基づき作成していますが、その主な作成基準は次のとおりです。

　①普通会計について作成します。（一般会計、住宅新築資金等貸付事業特別会計、水洗便所改造資金貸付事業特別会計）

　②有形固定資産の評価については、昭和４４年度以降の決算統計における建設事業費を取得価格とする簡便法で作成し、

　　 土地以外の資産については減価償却費を差し引いて評価します。

　③減価償却の方法は、建設事業費の各区分ごとに耐用年数を設定し、定額法により行います。

　④固定・流動の区分は、原則として一年基準を使います。

　⑤他の団体に支出した補助金や負担金などにより形成された有形固定資産は、資産に計上しません。

　⑥正味資産は、国・県支出金と一般財源などに区分して表示します。

　⑦退職給与引当金は、年度末に職員全員が普通退職したと想定した場合の必要額を計上します。

　⑧退職手当組合積立金は、退職手当組合が保有する年度末の資産について、川西町の持分相当額を計上します。

バ　ラ　ン　ス　シ　ー　ト

（平成１８年３月３１日現在）



～バランスシートの見方～

バランスシートとは、一定の時点（会計年度末）における全ての資産、負債及び正味資産の残高を総括的に対照表示する一覧表です。

つまり、その時点での町の資産の中身といえます。

○　社会資本形成の世代間負担比率

　社会資本の整備の結果を示す有形固定資産のうち、正味資産によって形成されている比率です。この比率は、これまでの世代によって既に納付され

　税金などにより社会資本が形成された割合を示すもので、この比率が高くなるほど将来世代への分が少なくなり町財政が健全化するといえます。

（単位：千円）

金 額・ ％

有形固定資産残高 20,860,874 A

正味資産合計 17,593,906 エ

社会資本負担比率 84.3 エ/A

○　予算額対資産比率

資産合計は町の社会資本形成の総額を表しますが、この比率は資産合計が町の収入合計の何年分に相当するかを表すもので、この比率が高くなる

社会資本の整備が進んでいると考えられます。

（単位：千円）

金 額・ 年

歳入合計 3,835,293 E

資産合計 24,300,290 D

予算額対資産比率 6.34 D/E

○　有形固定資産の行政目的別割合

有形固定資産の行政目的別割合を見ることで、行政分野ごとの資産形成の比重を把握することができます。この割合は、これまでの町の社会資本形

どこに重点を置いてきたかを示すと考えられます。

なお、バランスシートを作成する団体は本町を含めまだ全国の一部市町村であるため現状では全国と比較した本町の、状況を説明することは困難です

悪しからずご了承下さい。
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